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不動産登記令 
 

（平成十六年十二月一日政令第三百七十九号） 

 

内閣は、不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第十八条、第二十二条、第二

十五条第十三号、第二十六条及び第七十条第三項（これらの規定を同法第十六条第二項

において準用する場合を含む。）並びに同法第百二十一条第一項の規定に基づき、不動

産登記法施行令（昭和三十五年政令第二百二十八号）の全部を改正するこの政令を制定

する。 

 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 申請情報及び添付情報（第三条―第九条） 

第三章 電子情報処理組織を使用する方法による登記申請の手続（第十条―第十四

条） 

第四章 書面を提出する方法による登記申請の手続（第十五条―第十九条） 

第五章 雑則（第二十条―第二十四条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（趣旨） 

第一条 この政令は、不動産登記法（以下「法」という。）の規定による不動産につい

ての登記に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第二条 この政令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

一 添付情報 登記の申請をする場合において、法第二十二条本文若しくは第六十一

条の規定、次章の規定又はその他の法令の規定によりその申請情報と併せて登記所

に提供しなければならないものとされている情報をいう。 

二 土地所在図 一筆の土地の所在を明らかにする図面であって、法務省令で定める

ところにより作成されるものをいう。 

三 地積測量図 一筆の土地の地積に関する測量の結果を明らかにする図面であって、

法務省令で定めるところにより作成されるものをいう。 

四 地役権図面 地役権設定の範囲が承役地の一部である場合における当該地役権設

定の範囲を明らかにする図面であって、法務省令で定めるところにより作成される

ものをいう。 

五 建物図面 一個の建物の位置を明らかにする図面であって、法務省令で定めると

ころにより作成されるものをいう。 

六 各階平面図 一個の建物の各階ごとの平面の形状を明らかにする図面であって、
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法務省令で定めるところにより作成されるものをいう。 

七 嘱託情報 法第十六条第一項に規定する登記の嘱託において、同条第二項におい

て準用する法第十八条の規定により嘱託者が登記所に提供しなければならない情報

をいう。 

八 順位事項 法第五十九条第八号の規定により権利の順位を明らかにするために必

要な事項として法務省令で定めるものをいう。 

 

第二章 申請情報及び添付情報 

 

（申請情報） 

第三条 登記の申請をする場合に登記所に提供しなければならない法第十八条の申請情

報の内容は、次に掲げる事項とする。 

一 申請人の氏名又は名称及び住所 

二 申請人が法人であるときは、その代表者の氏名 

三 代理人によって登記を申請するときは、当該代理人の氏名又は名称及び住所並び

に代理人が法人であるときはその代表者の氏名 

四 民法（明治二十九年法律第八十九号）第四百二十三条その他の法令の規定により

他人に代わって登記を申請するときは、申請人が代位者である旨、当該他人の氏名

又は名称及び住所並びに代位原因 

五 登記の目的 

六 登記原因及びその日付（所有権の保存の登記を申請する場合にあっては、法第七

十四条第二項の規定により敷地権付き区分建物について申請するときに限る。） 

七 土地の表示に関する登記又は土地についての権利に関する登記を申請するときは、

次に掲げる事項 

イ 土地の所在する市、区、郡、町、村及び字 

ロ 地番（土地の表題登記を申請する場合、法第七十四条第一項第二号又は第三号

に掲げる者が表題登記がない土地について所有権の保存の登記を申請する場合及

び表題登記がない土地について所有権の処分の制限の登記を嘱託する場合を除

く。） 

ハ 地目 

ニ 地積 

八 建物の表示に関する登記又は建物についての権利に関する登記を申請するときは、

次に掲げる事項 

イ 建物の所在する市、区、郡、町、村、字及び土地の地番（区分建物である建物

にあっては、当該建物が属する一棟の建物の所在する市、区、郡、町、村、字及

び土地の地番） 

ロ 家屋番号（建物の表題登記（合体による登記等における合体後の建物について

の表題登記を含む。）を申請する場合、法第七十四条第一項第二号又は第三号に

掲げる者が表題登記がない建物について所有権の保存の登記を申請する場合及び

表題登記がない建物について所有権の処分の制限の登記を嘱託する場合を除

く。） 
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ハ 建物の種類、構造及び床面積 

ニ 建物の名称があるときは、その名称 

ホ 附属建物があるときは、その所在する市、区、郡、町、村、字及び土地の地番

（区分建物である附属建物にあっては、当該附属建物が属する一棟の建物の所在

する市、区、郡、町、村、字及び土地の地番）並びに種類、構造及び床面積 

ヘ 建物又は附属建物が区分建物であるときは、当該建物又は附属建物が属する一

棟の建物の構造及び床面積（トに掲げる事項を申請情報の内容とする場合（ロに

規定する場合を除く。）を除く。） 

ト 建物又は附属建物が区分建物である場合であって、当該建物又は附属建物が属

する一棟の建物の名称があるときは、その名称 

九 表題登記又は権利の保存、設定若しくは移転の登記（根質権、根抵当権及び信託

の登記を除く。）を申請する場合において、表題部所有者又は登記名義人となる者

が二人以上であるときは、当該表題部所有者又は登記名義人となる者ごとの持分 

十 法第三十条の規定により表示に関する登記を申請するときは、申請人が表題部所

有者又は所有権の登記名義人の相続人その他の一般承継人である旨 

十一 権利に関する登記を申請するときは、次に掲げる事項 

イ 申請人が登記権利者又は登記義務者（登記権利者及び登記義務者がない場合に

あっては、登記名義人）でないとき（第四号並びにロ及びハの場合を除く。）は、

登記権利者、登記義務者又は登記名義人の氏名又は名称及び住所 

ロ 法第六十二条の規定により登記を申請するときは、申請人が登記権利者、登記

義務者又は登記名義人の相続人その他の一般承継人である旨 

ハ ロの場合において、登記名義人となる登記権利者の相続人その他の一般承継人

が申請するときは、登記権利者の氏名又は名称及び一般承継の時における住所 

ニ 登記の目的である権利の消滅に関する定め又は共有物分割禁止の定めがあると

きは、その定め 

ホ 権利の一部を移転する登記を申請するときは、移転する権利の一部 

ヘ 敷地権付き区分建物についての所有権、一般の先取特権、質権又は抵当権に関

する登記（法第七十三条第三項ただし書に規定する登記を除く。）を申請すると

きは、次に掲げる事項 

（１） 敷地権の目的となる土地の所在する市、区、郡、町、村及び字並びに当

該土地の地番、地目及び地積 

（２） 敷地権の種類及び割合 

十二 申請人が法第二十二条に規定する申請をする場合において、同条ただし書の規

定により登記識別情報を提供することができないときは、当該登記識別情報を提供

することができない理由 

十三 前各号に掲げるもののほか、別表の登記欄に掲げる登記を申請するときは、同

表の申請情報欄に掲げる事項 

 

（申請情報の作成及び提供） 

第四条 申請情報は、登記の目的及び登記原因に応じ、一の不動産ごとに作成して提供

しなければならない。ただし、同一の登記所の管轄区域内にある二以上の不動産につ
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いて申請する登記の目的並びに登記原因及びその日付が同一であるときその他法務省

令で定めるときは、この限りでない。 

 

（一の申請情報による登記の申請） 

第五条 合体による登記等の申請は、一の申請情報によってしなければならない。この

場合において、法第四十九条第一項後段の規定により併せて所有権の登記の申請をす

るときは、これと当該合体による登記等の申請とは、一の申請情報によってしなけれ

ばならない。 

２ 信託の登記の申請と当該信託に係る権利の保存、設定、移転又は変更の登記の申請

とは、一の申請情報によってしなければならない。 

３ 法第百四条第一項の規定による信託の登記の抹消の申請と信託財産に属する不動産

に関する権利の移転の登記若しくは変更の登記又は当該権利の登記の抹消の申請とは、

一の申請情報によってしなければならない。 

４ 法第百四条の二第一項の規定による信託の登記の抹消及び信託の登記の申請と権利

の変更の登記の申請とは、一の申請情報によってしなければならない。 

 

（申請情報の一部の省略） 

第六条 次の各号に掲げる規定にかかわらず、法務省令で定めるところにより、不動産

を識別するために必要な事項として法第二十七条第四号の法務省令で定めるもの（次

項において「不動産識別事項」という。）を申請情報の内容としたときは、当該各号

に定める事項を申請情報の内容とすることを要しない。 

一 第三条第七号 同号に掲げる事項 

二 第三条第八号 同号に掲げる事項 

三 第三条第十一号ヘ（１） 敷地権の目的となる土地の所在する市、区、郡、町、

村及び字並びに当該土地の地番、地目及び地積 

２ 第三条第十三号の規定にかかわらず、法務省令で定めるところにより、不動産識別

事項を申請情報の内容としたときは、次に掲げる事項を申請情報の内容とすることを

要しない。 

一 別表の十三の項申請情報欄ロに掲げる当該所有権の登記がある建物の家屋番号 

二 別表の十三の項申請情報欄ハ（１）に掲げる当該合体前の建物の家屋番号 

三 別表の十八の項申請情報欄に掲げる当該区分所有者が所有する建物の家屋番号 

四 別表の十九の項申請情報欄イに掲げる当該建物の所在する市、区、郡、町、村、

字及び土地の地番並びに当該建物の家屋番号 

五 別表の三十五の項申請情報欄又は同表の三十六の項申請情報欄に掲げる当該要役

地の所在する市、区、郡、町、村及び字並びに当該要役地の地番、地目及び地積 

六 別表の四十二の項申請情報欄イ、同表の四十六の項申請情報欄イ、同表の四十九

の項申請情報欄イ、同表の五十の項申請情報欄ロ、同表の五十五の項申請情報欄イ、

同表の五十八の項申請情報欄イ又は同表の五十九の項申請情報欄ロに掲げる他の登

記所の管轄区域内にある不動産についての第三条第七号及び第八号に掲げる事項 

七 別表の四十二の項申請情報欄ロ（１）、同表の四十六の項申請情報欄ハ（１）、

同表の四十七の項申請情報欄ホ（１）、同表の四十九の項申請情報欄ハ（１）若し
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くはヘ（１）、同表の五十五の項申請情報欄ハ（１）、同表の五十六の項申請情報

欄ニ（１）又は同表の五十八の項申請情報欄ハ（１）若しくはヘ（１）に掲げる当

該土地の所在する市、区、郡、町、村及び字並びに当該土地の地番 

八 別表の四十二の項申請情報欄ロ（２）、同表の四十六の項申請情報欄ハ（２）、

同表の四十七の項申請情報欄ホ（２）、同表の四十九の項申請情報欄ハ（２）若し

くはヘ（２）、同表の五十五の項申請情報欄ハ（２）、同表の五十六の項申請情報

欄ニ（２）又は同表の五十八の項申請情報欄ハ（２）若しくはヘ（２）に掲げる当

該建物の所在する市、区、郡、町、村、字及び土地の地番並びに当該建物の家屋番

号 

 

（添付情報） 

第七条 登記の申請をする場合には、次に掲げる情報をその申請情報と併せて登記所に

提供しなければならない。 

一 申請人が法人であるとき（法務省令で定める場合を除く。）は、当該法人の代表

者の資格を証する情報 

二 代理人によって登記を申請するとき（法務省令で定める場合を除く。）は、当該

代理人の権限を証する情報 

三 民法第四百二十三条その他の法令の規定により他人に代わって登記を申請すると

きは、代位原因を証する情報 

四 法第三十条の規定により表示に関する登記を申請するときは、相続その他の一般

承継があったことを証する市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法

（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市にあって

は、区長とする。第十六条第二項及び第十七条第一項を除き、以下同じ。）、登記

官その他の公務員が職務上作成した情報（公務員が職務上作成した情報がない場合

にあっては、これに代わるべき情報） 

五 権利に関する登記を申請するときは、次に掲げる情報 

イ 法第六十二条の規定により登記を申請するときは、相続その他の一般承継があ

ったことを証する市町村長、登記官その他の公務員が職務上作成した情報（公務

員が職務上作成した情報がない場合にあっては、これに代わるべき情報） 

ロ 登記原因を証する情報。ただし、次の（１）又は（２）に掲げる場合にあって

は当該（１）又は（２）に定めるものに限るものとし、別表の登記欄に掲げる登

記を申請する場合（次の（１）又は（２）に掲げる場合を除く。）にあっては同

表の添付情報欄に規定するところによる。 

（１） 法第六十三条第一項に規定する確定判決による登記を申請するとき 執

行力のある確定判決の判決書の正本（執行力のある確定判決と同一の効力を

有するものの正本を含む。以下同じ。） 

（２） 法第百八条に規定する仮登記を命ずる処分があり、法第百七条第一項の

規定による仮登記を申請するとき 当該仮登記を命ずる処分の決定書の正本 

ハ 登記原因について第三者の許可、同意又は承諾を要するときは、当該第三者が

許可し、同意し、又は承諾したことを証する情報 

六 前各号に掲げるもののほか、別表の登記欄に掲げる登記を申請するときは、同表
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の添付情報欄に掲げる情報 

２ 前項第一号及び第二号の規定は、不動産に関する国の機関の所管に属する権利につ

いて命令又は規則により指定された官庁又は公署の職員が登記の嘱託をする場合には、

適用しない。 

３ 次に掲げる場合には、第一項第五号ロの規定にかかわらず、登記原因を証する情報

を提供することを要しない。 

一 所有権の保存の登記を申請する場合（敷地権付き区分建物について法第七十四条

第二項の規定により所有権の保存の登記を申請する場合を除く。） 

二 法第百十一条第一項の規定により民事保全法（平成元年法律第九十一号）第五十

三条第一項の規定による処分禁止の登記（保全仮登記とともにしたものを除く。次

号において同じ。）に後れる登記の抹消を申請する場合 

三 法第百十一条第二項において準用する同条第一項の規定により処分禁止の登記に

後れる登記の抹消を申請する場合 

四 法第百十三条の規定により保全仮登記とともにした処分禁止の登記に後れる登記

の抹消を申請する場合 

 

（登記名義人が登記識別情報を提供しなければならない登記等） 

第八条 法第二十二条の政令で定める登記は、次のとおりとする。ただし、確定判決に

よる登記を除く。 

一 所有権の登記がある土地の合筆の登記 

二 所有権の登記がある建物の合体による登記等 

三 所有権の登記がある建物の合併の登記 

四 共有物分割禁止の定めに係る権利の変更の登記 

五 所有権の移転の登記がない場合における所有権の登記の抹消 

六 質権又は抵当権の順位の変更の登記 

七 民法第三百九十八条の十四第一項ただし書（同法第三百六十一条において準用す

る場合を含む。）の定めの登記 

八 信託法（平成十八年法律第百八号）第三条第三号に掲げる方法によってされた信

託による権利の変更の登記 

九 仮登記の登記名義人が単独で申請する仮登記の抹消 

２ 前項の登記のうち次の各号に掲げるものの申請については、当該各号に定める登記

識別情報を提供すれば足りる。 

一 所有権の登記がある土地の合筆の登記 当該合筆に係る土地のうちいずれか一筆

の土地の所有権の登記名義人の登記識別情報 

二 登記名義人が同一である所有権の登記がある建物の合体による登記等 当該合体

に係る建物のうちいずれか一個の建物の所有権の登記名義人の登記識別情報 

三 所有権の登記がある建物の合併の登記 当該合併に係る建物のうちいずれか一個

の建物の所有権の登記名義人の登記識別情報 

 

（添付情報の一部の省略） 

第九条 第七条第一項第六号の規定により申請情報と併せて住所を証する情報（住所に
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ついて変更又は錯誤若しくは遺漏があったことを証する情報を含む。以下この条にお

いて同じ。）を提供しなければならないものとされている場合において、その申請情

報と併せて法務省令で定める情報を提供したときは、同号の規定にかかわらず、その

申請情報と併せて当該住所を証する情報を提供することを要しない。 

 

第三章 電子情報処理組織を使用する方法による登記申請の手続 

 

（添付情報の提供方法） 

第十条 電子情報処理組織を使用する方法（法第十八条第一号の規定による電子情報処

理組織を使用する方法をいう。以下同じ。）により登記を申請するときは、法務省令

で定めるところにより、申請情報と併せて添付情報を送信しなければならない。 

 

（登記事項証明書に代わる情報の送信） 

第十一条 電子情報処理組織を使用する方法により登記を申請する場合において、登記

事項証明書を併せて提供しなければならないものとされているときは、法務大臣の定

めるところに従い、登記事項証明書の提供に代えて、登記官が電気通信回線による登

記情報の提供に関する法律（平成十一年法律第二百二十六号）第二条第一項に規定す

る登記情報の送信を同法第三条第二項に規定する指定法人から受けるために必要な情

報を送信しなければならない。 

 

（電子署名） 

第十二条 電子情報処理組織を使用する方法により登記を申請するときは、申請人又は

その代表者若しくは代理人は、申請情報に電子署名（電子署名及び認証業務に関する

法律（平成十二年法律第百二号）第二条第一項に規定する電子署名をいう。以下同

じ。）を行わなければならない。 

２ 電子情報処理組織を使用する方法により登記を申請する場合における添付情報は、

作成者による電子署名が行われているものでなければならない。 

 

（表示に関する登記の添付情報の特則） 

第十三条 前条第二項の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用する方法により表

示に関する登記を申請する場合において、当該申請の添付情報（申請人又はその代表

者若しくは代理人が作成したもの並びに土地所在図、地積測量図、地役権図面、建物

図面及び各階平面図を除く。）が書面に記載されているときは、当該書面に記載され

た情報を電磁的記録に記録したものを添付情報とすることができる。この場合におい

て、当該電磁的記録は、当該電磁的記録を作成した者による電子署名が行われている

ものでなければならない。 

２ 前項の場合において、当該申請人は、登記官が定めた相当の期間内に、登記官に当

該書面を提示しなければならない。 

 

（電子証明書の送信） 

第十四条 電子情報処理組織を使用する方法により登記を申請する場合において、電子
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署名が行われている情報を送信するときは、電子証明書（電子署名を行った者を確認

するために用いられる事項が当該者に係るものであることを証明するために作成され

た電磁的記録をいう。）であって法務省令で定めるものを併せて送信しなければなら

ない。 

 

第四章 書面を提出する方法による登記申請の手続 

 

（添付情報の提供方法） 

第十五条 書面を提出する方法（法第十八条第二号の規定により申請情報を記載した書

面（法務省令で定めるところにより申請情報の全部又は一部を記録した磁気ディスク

を含む。）を登記所に提出する方法をいう。）により登記を申請するときは、申請情

報を記載した書面に添付情報を記載した書面（添付情報のうち電磁的記録で作成され

ているものにあっては、法務省令で定めるところにより当該添付情報を記録した磁気

ディスクを含む。）を添付して提出しなければならない。この場合において、第十二

条第二項及び前条の規定は、添付情報を記録した磁気ディスクを提出する場合につい

て準用する。 

 

（申請情報を記載した書面への記名押印等） 

第十六条 申請人又はその代表者若しくは代理人は、法務省令で定める場合を除き、申

請情報を記載した書面に記名押印しなければならない。 

２ 前項の場合において、申請情報を記載した書面には、法務省令で定める場合を除き、

同項の規定により記名押印した者（委任による代理人を除く。）の印鑑に関する証明

書（住所地の市町村長（特別区の区長を含むものとし、地方自治法第二百五十二条の

十九第一項の指定都市にあっては、市長又は区長とする。次条第一項において同

じ。）又は登記官が作成するものに限る。以下同じ。）を添付しなければならない。 

３ 前項の印鑑に関する証明書は、作成後三月以内のものでなければならない。 

４ 官庁又は公署が登記の嘱託をする場合における嘱託情報を記載した書面については、

第二項の規定は、適用しない。 

５ 第十二条第一項及び第十四条の規定は、法務省令で定めるところにより申請情報の

全部を記録した磁気ディスクを提出する方法により登記を申請する場合について準用

する。 

 

（代表者の資格を証する情報を記載した書面の期間制限等） 

第十七条 第七条第一項第一号又は第二号に掲げる情報を記載した書面であって、市町

村長、登記官その他の公務員が職務上作成したものは、作成後三月以内のものでなけ

ればならない。 

２ 前項の規定は、官庁又は公署が登記の嘱託をする場合には、適用しない。 

 

（代理人の権限を証する情報を記載した書面への記名押印等） 

第十八条 委任による代理人によって登記を申請する場合には、申請人又はその代表者

は、法務省令で定める場合を除き、当該代理人の権限を証する情報を記載した書面に
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記名押印しなければならない。復代理人によって申請する場合における代理人につい

ても、同様とする。 

２ 前項の場合において、代理人（復代理人を含む。）の権限を証する情報を記載した

書面には、法務省令で定める場合を除き、同項の規定により記名押印した者（委任に

よる代理人を除く。）の印鑑に関する証明書を添付しなければならない。 

３ 前項の印鑑に関する証明書は、作成後三月以内のものでなければならない。 

４ 第二項の規定は、官庁又は公署が登記の嘱託をする場合には、適用しない。 

 

（承諾を証する情報を記載した書面への記名押印等） 

第十九条 第七条第一項第五号ハ若しくは第六号の規定又はその他の法令の規定により

申請情報と併せて提供しなければならない同意又は承諾を証する情報を記載した書面

には、法務省令で定める場合を除き、その作成者が記名押印しなければならない。 

２ 前項の書面には、官庁又は公署の作成に係る場合その他法務省令で定める場合を除

き、同項の規定により記名押印した者の印鑑に関する証明書を添付しなければならな

い。 

 

第五章 雑則 

 

（登記すべきものでないとき） 

第二十条 法第二十五条第十三号の政令で定める登記すべきものでないときは、次のと

おりとする。 

一 申請が不動産以外のものについての登記を目的とするとき。 

二 申請に係る登記をすることによって表題部所有者又は登記名義人となる者（別表

の十二の項申請情報欄ロに規定する被承継人及び第三条第十一号ハに規定する登記

権利者を除く。）が権利能力を有しないとき。 

三 申請が法第三十二条、第四十一条、第五十六条、第七十三条第二項若しくは第三

項、第八十条第三項又は第九十二条の規定により登記することができないとき。 

四 申請が一個の不動産の一部についての登記（承役地についてする地役権の登記を

除く。）を目的とするとき。 

五 申請に係る登記の目的である権利が他の権利の全部又は一部を目的とする場合に

おいて、当該他の権利の全部又は一部が登記されていないとき。 

六 同一の不動産に関し同時に二以上の申請がされた場合（法第十九条第二項の規定

により同時にされたものとみなされるときを含む。）において、申請に係る登記の

目的である権利が相互に矛盾するとき。 

七 申請に係る登記の目的である権利が同一の不動産について既にされた登記の目的

である権利と矛盾するとき。 

八 前各号に掲げるもののほか、申請に係る登記が民法その他の法令の規定により無

効とされることが申請情報若しくは添付情報又は登記記録から明らかであるとき。 

 

（写しの交付を請求することができる図面） 

第二十一条 法第百二十一条第一項の政令で定める図面は、土地所在図、地積測量図、



10 

地役権図面、建物図面及び各階平面図とする。 

２ 法第百四十九条第一項の政令で定める図面は、筆界調査委員が作成した測量図その

他の筆界特定の手続において測量又は実地調査に基づいて作成された図面（法第百四

十三条第二項の図面を除く。）とする。 

 

（登記識別情報に関する証明） 

第二十二条 登記名義人又はその相続人その他の一般承継人は、登記官に対し、手数料

を納付して、登記識別情報が有効であることの証明その他の登記識別情報に関する証

明を請求することができる。 

２ 法第百十九条第三項及び第四項の規定は、前項の請求について準用する。 

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の証明に関し必要な事項は、法務省令で定める。 

 

（登記の嘱託） 

第二十三条 この政令（第二条第七号を除く。）に規定する登記の申請に関する法の規

定には当該規定を法第十六条第二項において準用する場合を含むものとし、この政令

中「申請」、「申請人」及び「申請情報」にはそれぞれ嘱託、嘱託者及び嘱託情報を

含むものとする。 

 

（法務省令への委任） 

第二十四条 この政令に定めるもののほか、法及びこの政令の施行に関し必要な事項は、

法務省令で定める。 

 

（旧根抵当権の分割による権利の変更の登記の申請情報） 

第四条 民法の一部を改正する法律（昭和四十六年法律第九十九号）附則第五条第一項

の規定による分割による権利の変更の登記の申請においては、第三条第一号から第八

号まで、第十一号イ、ロ及びニ並びに第十二号に掲げる事項のほか、法第八十三条第

一項第二号及び第三号並びに法第八十八条第二項第一号から第三号までに掲げる登記

事項を申請情報の内容とする。 

 

（添付情報の提供方法に関する特例） 

第五条 電子情報処理組織を使用する方法により登記の申請をする場合において、添付

情報（登記識別情報を除く。以下同じ。）が書面に記載されているときは、第十条及

び第十二条第二項の規定にかかわらず、当分の間、当該書面を登記所に提出する方法

により添付情報を提供することができる。 

２ 前項の規定により添付情報を提供する場合には、その旨をも法第十八条の申請情報

の内容とする。 

３ 第十七条及び第十九条の規定は第一項の規定により添付情報を提供する場合につい

て、第十八条の規定は同項の規定により委任による代理人（復代理人を含む。）の権

限を証する情報を提供する場合について、それぞれ準用する。 

４ 第一項の規定により書面を提出する方法により当該登記原因を証する情報を提供す

るときは、法務省令で定めるところにより、申請情報と併せて当該書面に記載された
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情報を記録した電磁的記録を提供しなければならない。この場合においては、第十二

条第二項の規定は、適用しない。 

 

項 登記 申請情報 添付情報 

表示に関する

登記に共通す

る事項 

   

一  変更後又は更正後の表題

部所有者の氏名若しくは

名称又は住所 

表題部所有者の氏名

若しくは名称又は住

所についての変更又

は錯誤若しくは遺漏

があったことを証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 

二 表題部所有者に

ついての更正の

登記 

当該登記をすることによ

って表題部所有者となる

者の氏名又は名称及び住

所並びに当該表題部所有

者となる者が二人以上で

あるときは当該表題部所

有者となる者ごとの持分 

イ 当該表題部所有

者となる者が所有権

を有することを証す

る情報 

   ロ 当該表題部所有

者となる者の住所を

証する市町村長、登

記官その他の公務員

が職務上作成した情

報（公務員が職務上

作成した情報がない

場合にあっては、こ

れに代わるべき情

報） 

   ハ 表題部所有者の

承諾を証する当該表

題部所有者が作成し

た情報又は当該表題

部所有者に対抗する

ことができる裁判が

あったことを証する

情報 
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三 表題部所有者で

ある共有者の持

分についての更

正の登記 

更正後の共有者ごとの持

分 

持分を更正すること

となる他の共有者の

承諾を証する当該他

の共有者が作成した

情報又は当該他の共

有者に対抗すること

ができる裁判があっ

たことを証する情報 

土地の表示に関する登記 

四 土地の表題登記  イ 土地所在図 

ロ 地積測量図 

ハ 表題部所有者と

なる者が所有権を有

することを証する情

報 

ニ 表題部所有者と

なる者の住所を証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 

五 地目に関する変

更の登記又は更

正の登記 

変更後又は更正後の地目  

六 地積に関する変

更の登記又は更

正の登記（十一

の項の登記を除

く。） 

変更後又は更正後の地積 地積測量図 

七 法第三十八条に

規定する登記事

項（地目及び地

積を除く。）に

関する更正の登

記 

更正後の当該登記事項  

八 分筆の登記 イ 分筆後の土地の所在

する市、区、郡、町、村

及び字並びに当該土地の

地目及び地積 

イ 分筆後の土地の

地積測量図 



13 

  ロ 地役権の登記がある

承役地の分筆の登記を申

請する場合において、地

役権設定の範囲が分筆後

の土地の一部であるとき

は、当該地役権設定の範

囲 

ロ 地役権の登記が

ある承役地の分筆の

登記を申請する場合

において、地役権設

定の範囲が分筆後の

土地の一部であると

きは、当該地役権設

定の範囲を証する地

役権者が作成した情

報又は当該地役権者

に対抗することがで

きる裁判があったこ

とを証する情報及び

地役権図面 

九 合筆の登記 イ 合筆後の土地の所在

する市、区、郡、町、村

及び字並びに当該土地の

地目及び地積 

地役権の登記がある

承役地の合筆の登記

を申請する場合にお

いて、地役権設定の

範囲が合筆後の土地

の一部であるとき

は、当該地役権設定

の範囲を証する地役

権者が作成した情報

又は当該地役権者に

対抗することができ

る裁判があったこと

を証する情報及び地

役権図面 

  ロ 地役権の登記がある

承役地の合筆の登記を申

請する場合において、地

役権設定の範囲が合筆後

の土地の一部であるとき

は、当該地役権設定の範

囲 

 

十 土地の滅失の登

記（法第四十三

条第五項の規定

により河川管理

者が嘱託するも

のに限る。） 

法第四十三条第五項の規

定により登記の嘱託をす

る旨 

 

十一 地積に関する変

更の登記（法第

四十三条第六項

イ 法第四十三条第六項

の規定により登記の嘱託

をする旨 

地積測量図 
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の規定により河

川管理者が嘱託

するものに限

る。） 

ロ 変更後の地積 

建物の表示に

関する登記 

   

十二 建物の表題登記

（十三の項及び

二十一の項の登

記を除く。） 

イ 建物又は附属建物に

ついて敷地権が存すると

きは、次に掲げる事項 

イ 建物図面 

  （１） 敷地権の目的と

なる土地の所在する市、

区、郡、町、村及び字並

びに当該土地の地番、地

目及び地積 

ロ 各階平面図 

  （２） 敷地権の種類及

び割合 

ハ 表題部所有者と

なる者が所有権を有

することを証する情

報 

  （３） 敷地権の登記原

因及びその日付 

ニ 表題部所有者と

なる者の住所を証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 
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  ロ 法第四十七条第二項

の規定による申請にあっ

ては、被承継人の氏名又

は名称及び一般承継の時

における住所並びに申請

人が被承継人の相続人そ

の他の一般承継人である

旨 

ホ 建物又は附属建

物が区分建物である

場合において、当該

区分建物が属する一

棟の建物の敷地（建

物の区分所有等に関

する法律（昭和三十

七年法律第六十九

号。以下「区分所有

法」という。）第二

条第五項に規定する

建物の敷地をいう。

以下同じ。）につい

て登記された所有

権、地上権又は賃借

権の登記名義人が当

該区分建物の所有者

であり、かつ、区分

所有法第二十二条第

一項ただし書（同条

第三項において準用

する場合を含む。以

下同じ。）の規約に

おける別段の定めが

あることその他の事

由により当該所有

権、地上権又は賃借

権が当該区分建物の

敷地権とならないと

きは、当該事由を証

する情報 

   ヘ 建物又は附属建

物について敷地権が

存するときは、次に

掲げる情報 

   （１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 
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   （２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書（同

条第三項において準

用する場合を含む。

以下同じ。）の規約

で定められている割

合によるものである

ときは、当該規約を

設定したことを証す

る情報 

   （３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 

   ト 法第四十七条第

二項の規定による申

請にあっては、相続

その他の一般承継が

あったことを証する

市町村長、登記官そ

の他の公務員が職務

上作成した情報（公

務員が職務上作成し

た情報がない場合に

あっては、これに代

わるべき情報） 

十三 合体による登記

等（法第四十九

条第一項後段の

規定により併せ

て申請をする所

有権の登記があ

るときは、これ

を含む。） 

イ 合体後の建物につい

て敷地権が存するとき

は、次に掲げる事項 

イ 建物図面 

  （１） 敷地権の目的と

なる土地の所在する市、

区、郡、町、村及び字並

びに当該土地の地番、地

目及び地積 

ロ 各階平面図 

  （２） 敷地権の種類及

び割合 

ハ 表題部所有者と

なる者が所有権を有

することを証する情

報 
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  （３） 敷地権の登記原

因及びその日付 

ニ 表題部所有者と

なる者の住所を証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 

  ロ 合体前の建物に所有

権の登記がある建物があ

るときは、当該所有権の

登記がある建物の家屋番

号並びに当該所有権の登

記の申請の受付の年月日

及び受付番号、順位事項

並びに登記名義人の氏名

又は名称 

ホ 合体後の建物が

区分建物である場合

において、当該区分

建物が属する一棟の

建物の敷地について

登記された所有権、

地上権又は賃借権の

登記名義人が当該区

分建物の所有者であ

り、かつ、区分所有

法第二十二条第一項

ただし書の規約にお

ける別段の定めがあ

ることその他の事由

により当該所有権、

地上権又は賃借権が

当該区分建物の敷地

権とならないとき

（合体前の二以上の

建物がいずれも敷地

権の登記がない区分

建物であり、かつ、

合体後の建物も敷地

権の登記がない区分

建物となるときを除

く。）は、当該事由

を証する情報 
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  ハ 合体前の建物につい

てされた所有権の登記以

外の所有権に関する登記

又は先取特権、質権若し

くは抵当権に関する登記

であって合体後の建物に

ついて存続することとな

るもの（以下この項にお

いて「存続登記」とい

う。）があるときは、次

に掲げる事項 

ヘ 合体後の建物に

ついて敷地権が存す

るとき（合体前の二

以上の建物がいずれ

も敷地権付き区分建

物であり、かつ、合

体後の建物も敷地権

付き区分建物となる

とき（合体前の建物

のすべての敷地権の

割合を合算した敷地

権の割合が合体後の

建物の敷地権の割合

となる場合に限

る。）を除く。）

は、次に掲げる情報 

  （１） 当該合体前の建

物の家屋番号 

（１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 

  （２） 存続登記の目

的、申請の受付の年月日

及び受付番号、順位事項

並びに登記名義人の氏名

又は名称 

（２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 

  （３） 存続登記の目的

となる権利 

（３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 
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  ニ 存続登記がある建物

の所有権の登記名義人が

次に掲げる者と同一の者

であるときは、これらの

者が同一の者でないもの

とみなした場合における

持分（二以上の存続登記

がある場合において、当

該二以上の存続登記の登

記の目的、申請の受付の

年月日及び受付番号、登

記原因及びその日付並び

に登記名義人がいずれも

同一であるときの当該二

以上の存続登記の目的で

ある所有権の登記名義人

に係る持分を除く。） 

ト 合体後の建物の

持分について存続登

記と同一の登記をす

るときは、当該存続

登記に係る権利の登

記名義人が当該登記

を承諾したことを証

する当該登記名義人

が作成した情報又は

当該登記名義人に対

抗することができる

裁判があったことを

証する情報 

  （１） 合体前の表題登

記がない他の建物の所有

者 

チ トの存続登記に

係る権利が抵当証券

の発行されている抵

当権であるときは、

当該抵当証券の所持

人若しくは裏書人が

当該存続登記と同一

の登記を承諾したこ

とを証するこれらの

者が作成した情報又

はこれらの者に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報及び当該抵

当証券 

  （２） 合体前の表題登

記がある他の建物（所有

権の登記がある建物を除

く。）の表題部所有者 

リ 法第四十九条第

一項後段の規定によ

り併せて申請をする

所有権の登記がある

ときは、登記名義人

となる者の住所を証

する市町村長、登記

官その他の公務員が

職務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 
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  （３） 合体前の所有権

の登記がある他の建物の

所有権の登記名義人 

 

十四 法第五十一条第

一項から第四項

までの規定によ

る建物の表題部

の変更の登記又

は法第五十三条

第一項の規定に

よる建物の表題

部の更正の登記

（十五の項の登

記を除く。） 

イ 変更後又は更正後の

登記事項 

イ 建物の所在する

市、区、郡、町、

村、字及び土地の地

番を変更し、又は更

正するときは、変更

後又は更正後の建物

図面 

  ロ 当該変更の登記又は

更正の登記が敷地権に関

するものであるときは、

変更前又は更正前におけ

る次に掲げる事項 

ロ 床面積を変更

し、又は更正すると

きは、次に掲げる事

項 

  （１） 敷地権の目的と

なる土地の所在する市、

区、郡、町、村及び字並

びに当該土地の地番、地

目及び地積 

（１） 変更後又は

更正後の建物図面及

び各階平面図 

  （２） 敷地権の種類及

び割合 

（２） 床面積が増

加するときは、床面

積が増加した部分に

ついて表題部所有者

又は所有権の登記名

義人が所有権を有す

ることを証する情報 

  （３） 敷地権の登記原

因及びその日付 

ハ 附属建物を新築

したときは、変更後

の建物図面及び各階

平面図並びに附属建

物について表題部所

有者又は所有権の登

記名義人が所有権を

有することを証する

情報 

   ニ 共用部分である

旨の登記又は団地共

用部分である旨の登

記がある建物につい

て申請をするとき

は、当該建物の所有

者を証する情報 
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十五 敷地権の発生若

しくは消滅を原

因とする建物の

表題部の変更の

登記又は敷地権

の存在若しくは

不存在を原因と

する建物の表題

部の更正の登記 

イ 敷地権の目的となる

土地の所在する市、区、

郡、町、村及び字並びに

当該土地の地番、地目及

び地積 

イ 区分所有法第五

条第一項の規約を設

定したことにより敷

地権が生じたとき

は、当該規約を設定

したことを証する情

報 

  ロ 敷地権の種類及び割

合 

ロ イの規約を廃止

したことにより区分

所有者の有する専有

部分とその専有部分

に係る敷地利用権と

を分離して処分する

ことができることと

なったときは、当該

規約を廃止したこと

を証する情報 

  ハ 敷地権の登記原因及

びその日付 

ハ 区分所有法第二

十二条第一項ただし

書の規約における別

段の定めがあること

その他の事由により

区分所有者の有する

専有部分とその専有

部分に係る敷地利用

権とを分離して処分

することができるこ

ととなったときは、

当該事由を証する情

報 

   ニ 登記された権利

であって敷地権でな

かったものがハの規

約の変更その他の事

由により敷地権とな

ったときは、当該事

由を証する情報 

   ホ イ及びニの場合

には、次に掲げる情

報 
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   （１） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 

   （２） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 

十六 建物の分割の登

記、建物の区分

の登記又は建物

の合併の登記 

イ 分割後、区分後又は

合併後の建物についての

第三条第八号（ロを除

く。）に掲げる事項 

イ 当該分割後、区

分後又は合併後の建

物図面及び各階平面

図 

  ロ 分割前、区分前若し

くは合併前の建物又は当

該分割後、区分後若しく

は合併後の建物について

敷地権が存するときは、

当該敷地権についての次

に掲げる事項 

ロ 共用部分である

旨の登記又は団地共

用部分である旨の登

記がある建物につい

て建物の分割の登記

又は建物の区分の登

記を申請するとき

は、当該建物の所有

者を証する情報 

  （１） 敷地権の目的と

なる土地の所在する市、

区、郡、町、村及び字並

びに当該土地の地番、地

目及び地積 

ハ 建物の区分の登

記を申請する場合に

おいて、区分後の建

物について敷地権が

存するときは、次に

掲げる情報（区分建

物である建物につい

て建物の区分の登記

を申請するときは、

（１）及び（３）を

除く。） 

  （２） 敷地権の種類及

び割合 

（１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 
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  （３） 敷地権の登記原

因及びその日付 

（２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 

   （３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 

十七 共用部分である

旨の登記又は団

地共用部分であ

る旨の登記があ

る建物の滅失の

登記 

 当該建物の所有者を

証する情報 

十八 共用部分である

旨の登記 

当該共用部分である建物

が当該建物の属する一棟

の建物以外の一棟の建物

に属する建物の区分所有

者の共用に供されるもの

であるときは、当該区分

所有者が所有する建物の

家屋番号 

イ 共用部分である

旨を定めた規約を設

定したことを証する

情報 

   ロ 所有権以外の権

利に関する登記があ

るときは、当該権利

に関する登記に係る

権利の登記名義人

（当該権利に関する

登記が抵当権の登記

である場合におい

て、抵当証券が発行

されているときは、

当該抵当証券の所持

人又は裏書人を含

む。）の承諾を証す

る当該登記名義人が

作成した情報又は当

該登記名義人に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 
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   ハ ロの権利を目的

とする第三者の権利

に関する登記がある

ときは、当該第三者

の承諾を証する当該

第三者が作成した情

報又は当該第三者に

対抗することができ

る裁判があったこと

を証する情報 

   ニ ロの権利に関す

る登記に係る権利が

抵当証券の発行され

ている抵当権である

ときは、当該抵当証

券 

十九 団地共用部分で

ある旨の登記 

イ 団地共用部分を共用

すべき者の所有する建物

が区分建物でないとき

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

イ 団地共用部分で

ある旨を定めた規約

を設定したことを証

する情報 

  ロ 団地共用部分を共用

すべき者の所有する建物

が区分建物であるとき

は、次に掲げる事項 

ロ 所有権以外の権

利に関する登記があ

るときは、当該権利

に関する登記に係る

権利の登記名義人

（当該権利に関する

登記が抵当権の登記

である場合におい

て、抵当証券が発行

されているときは、

当該抵当証券の所持

人又は裏書人を含

む。）の承諾を証す

る当該登記名義人が

作成した情報又は当

該登記名義人に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 
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  （１） 当該建物が属す

る一棟の建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番 

ハ ロの権利を目的

とする第三者の権利

に関する登記がある

ときは、当該第三者

の承諾を証する当該

第三者が作成した情

報又は当該第三者に

対抗することができ

る裁判があったこと

を証する情報 

  （２） 当該一棟の建物

の構造及び床面積又はそ

の名称 

ニ ロの権利に関す

る登記に係る権利が

抵当証券の発行され

ている抵当権である

ときは、当該抵当証

券 

二十 法第五十八条第

五項に規定する

変更の登記又は

更正の登記 

変更後又は更正後の登記

事項 

イ 変更又は錯誤若

しくは遺漏があった

ことを証する情報 

  ロ 当該建物の所有

者を証する情報 

二十一 建物の表題登記

（法第五十八条

第六項又は第七

項の規定により

申請するものに

限る。） 

建物又は附属建物につい

て敷地権が存するとき

は、次に掲げる事項 

イ 共用部分である

旨又は団地共用部分

である旨を定めた規

約を廃止したことを

証する情報 

  イ 敷地権の目的となる

土地の所在する市、区、

郡、町、村及び字並びに

当該土地の地番、地目及

び地積 

ロ 表題部所有者と

なる者が所有権を有

することを証する情

報 

  ロ 敷地権の種類及び割

合 

ハ 表題部所有者と

なる者の住所を証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 
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  ハ 敷地権の登記原因及

びその日付 

ニ 建物又は附属建

物が区分建物である

場合において、当該

区分建物が属する一

棟の建物の敷地につ

いて登記された所有

権、地上権又は賃借

権の登記名義人が当

該区分建物の所有者

であり、かつ、区分

所有法第二十二条第

一項ただし書の規約

における別段の定め

があることその他の

事由により当該所有

権、地上権又は賃借

権が当該区分建物の

敷地権とならないと

きは、当該事由を証

する情報 

   ホ 建物又は附属建

物について敷地権が

存するときは、次に

掲げる情報 

   （１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 

   （２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 

   （３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 
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権利に関する

登記に共通す

る事項 

   

二十二 法第六十三条第

二項に規定する

相続又は法人の

合併による権利

の移転の登記 

 相続又は法人の合併

を証する市町村長、

登記官その他の公務

員が職務上作成した

情報（公務員が職務

上作成した情報がな

い場合にあっては、

これに代わるべき情

報）及びその他の登

記原因を証する情報 

二十三 登記名義人の氏

名若しくは名称

又は住所につい

ての変更の登記

又は更正の登記 

変更後又は更正後の登記

名義人の氏名若しくは名

称又は住所 

当該登記名義人の氏

名若しくは名称又は

住所について変更又

は錯誤若しくは遺漏

があったことを証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報

（公務員が職務上作

成した情報がない場

合にあっては、これ

に代わるべき情報） 

二十四 抵当証券が発行

されている場合

における債務者

の氏名若しくは

名称又は住所に

ついての変更の

登記又は更正の

登記（法第六十

四条第二項の規

定により債務者

が単独で申請す

るものに限

る。） 

変更後又は更正後の債務

者の氏名若しくは名称又

は住所 

当該債務者の氏名若

しくは名称又は住所

について変更又は錯

誤若しくは遺漏があ

ったことを証する市

町村長、登記官その

他の公務員が職務上

作成した情報（公務

員が職務上作成した

情報がない場合にあ

っては、これに代わ

るべき情報） 

二十五 権利の変更の登

記又は更正の登

記（二十四の項

及び三十六の項

の登記を除

く。） 

変更後又は更正後の登記

事項 

イ 登記原因を証す

る情報 
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   ロ 付記登記によっ

てする権利の変更の

登記又は更正の登記

を申請する場合にお

いて、登記上の利害

関係を有する第三者

（権利の変更の登記

又は更正の登記につ

き利害関係を有する

抵当証券の所持人又

は裏書人を含む。）

があるときは、当該

第三者の承諾を証す

る当該第三者が作成

した情報又は当該第

三者に対抗すること

ができる裁判があっ

たことを証する情報 

   ハ ロの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 

   ニ 抵当証券が発行

されている抵当権の

変更の登記又は更正

の登記を申請すると

きは、当該抵当証券 
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二十六 権利に関する登

記の抹消（三十

七の項及び七十

の項の登記を除

く。） 

 イ 法第六十九条の

規定により登記権利

者が単独で申請する

ときは、人の死亡又

は法人の解散を証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報 

(a) if a the person 

who is entitled to 

register 

independently 

files an 

application 

pursuant to the 

provisions of 

Article 69 of the 

Act: information 

certifying the 

death of the 

relevant person or 

the dissolution of 

the relevant 

corporation, which 

is prepared by the 

mayor of the 

municipality, the 

registrar, or any 

other public officer 

in the course of 

his/her duties 

   ロ 法第七十条第二

項の規定により登記

権利者が単独で申請

するときは、非訟事

件手続法（明治三十

一年法律第十四号）

第百四十八条第一項

に規定する除権決定

があったことを証す

る情報 
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   ハ 法第七十条第三

項前段の規定により

登記権利者が単独で

先取特権、質権又は

抵当権に関する登記

の抹消を申請すると

きは、次に掲げる情

報 

   （１） 債権証書並

びに被担保債権及び

最後の二年分の利息

その他の定期金（債

務不履行により生じ

た損害を含む。）の

完全な弁済があった

ことを証する情報 

   （２） 登記義務者

の所在が知れないこ

とを証する情報 

   ニ 法第七十条第三

項後段の規定により

登記権利者が単独で

先取特権、質権又は

抵当権に関する登記

の抹消を申請すると

きは、次に掲げる情

報 

   （１） 被担保債権

の弁済期を証する情

報 

   （２） （１）の弁

済期から二十年を経

過した後に当該被担

保債権、その利息及

び債務不履行により

生じた損害の全額に

相当する金銭が供託

されたことを証する

情報 

   （３） 登記義務者

の所在が知れないこ

とを証する情報 

   ホ イからニまでに

規定する申請以外の

場合にあっては、登

記原因を証する情報 
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   ヘ 登記上の利害関

係を有する第三者

（当該登記の抹消に

つき利害関係を有す

る抵当証券の所持人

又は裏書人を含

む。）があるとき

は、当該第三者の承

諾を証する当該第三

者が作成した情報又

は当該第三者に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 

   ト ヘの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 

   チ 抵当証券が発行

されている抵当権の

登記の抹消を申請す

るときは、当該抵当

証券 

   リ 抵当証券交付の

登記の抹消を申請す

るときは、当該抵当

証券又は非訟事件手

続法第百六十条第一

項の規定により当該

抵当証券を無効とす

る旨を宣言する除権

決定があったことを

証する情報 

二十七 抹消された登記

の回復 

回復する登記の登記事項 イ 登記原因を証す

る情報 



32 

   ロ 登記上の利害関

係を有する第三者

（当該登記の回復に

つき利害関係を有す

る抵当証券の所持人

又は裏書人を含

む。）があるとき

は、当該第三者の承

諾を証する当該第三

者が作成した情報又

は当該第三者に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 

   ハ ロの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 

所有権に関する登記 

二十八 所有権の保存の

登記（法第七十

四条第一項各号

に掲げる者が申

請するものに限

る。） 

イ 申請人が法第七十四

条第一項各号に掲げる者

のいずれであるか。 

イ 表題部所有者の

相続人その他の一般

承継人が申請すると

きは、相続その他の

一般承継による承継

を証する情報（市町

村長、登記官その他

の公務員が職務上作

成した情報（公務員

が職務上作成した情

報がない場合にあっ

ては、これに代わる

べき情報）を含むも

のに限る。） 

  ロ 法第七十四条第一項

第二号又は第三号に掲げ

る者が表題登記がない建

物について申請する場合

において、当該表題登記

がない建物が敷地権のあ

る区分建物であるとき

は、次に掲げる事項 

ロ 法第七十四条第

一項第二号に掲げる

者が申請するとき

は、所有権を有する

ことが確定判決（確

定判決と同一の効力

を有するものを含

む。）によって確認

されたことを証する

情報 
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  （１） 敷地権の目的と

なる土地の所在する市、

区、郡、町、村及び字並

びに当該土地の地番、地

目及び地積 

ハ 法第七十四条第

一項第三号に掲げる

者が申請するとき

は、収用によって所

有権を取得したこと

を証する情報（収用

の裁決が効力を失っ

ていないことを証す

る情報を含むものに

限る。） 

  （２） 敷地権の種類及

び割合 

ニ 登記名義人とな

る者の住所を証する

市町村長、登記官そ

の他の公務員が職務

上作成した情報（公

務員が職務上作成し

た情報がない場合に

あっては、これに代

わるべき情報） 

   ホ 法第七十四条第

一項第二号又は第三

号に掲げる者が表題

登記がない土地につ

いて申請するとき

は、当該土地につい

ての土地所在図及び

地積測量図 

   ヘ 法第七十四条第

一項第二号又は第三

号に掲げる者が表題

登記がない建物につ

いて申請するとき

は、当該建物につい

ての建物図面及び各

階平面図 
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   ト ヘに規定する場

合（当該表題登記が

ない建物が区分建物

である場合に限

る。）において、当

該区分建物が属する

一棟の建物の敷地に

ついて登記された所

有権、地上権又は賃

借権の登記名義人が

当該区分建物の所有

者であり、かつ、区

分所有法第二十二条

第一項ただし書の規

約における別段の定

めがあることその他

の事由により当該所

有権、地上権又は賃

借権が当該区分建物

の敷地権とならない

ときは、当該事由を

証する情報 

   チ ヘに規定する場

合において、当該表

題登記がない建物が

敷地権のある区分建

物であるときは、次

に掲げる情報 

   （１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 

   （２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 
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   （３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 

二十九 所有権の保存の

登記（法第七十

四条第二項の規

定により表題部

所有者から所有

権を取得した者

が申請するもの

に限る。） 

法第七十四条第二項の規

定により登記を申請する

旨 

イ 建物が敷地権の

ない区分建物である

ときは、申請人が表

題部所有者から当該

区分建物の所有権を

取得したことを証す

る表題部所有者又は

その相続人その他の

一般承継人が作成し

た情報 

   ロ 建物が敷地権付

き区分建物であると

きは、登記原因を証

する情報及び敷地権

の登記名義人の承諾

を証する当該登記名

義人が作成した情報 

   ハ 登記名義人とな

る者の住所を証する

市町村長、登記官そ

の他の公務員が職務

上作成した情報（公

務員が職務上作成し

た情報がない場合に

あっては、これに代

わるべき情報） 

三十 所有権の移転の

登記 

 イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 登記名義人とな

る者の住所を証する

市町村長、登記官そ

の他の公務員が職務

上作成した情報（公

務員が職務上作成し

た情報がない場合に

あっては、これに代

わるべき情報） 
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三十一 表題登記がない

土地についてす

る所有権の処分

の制限の登記 

 イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 当該土地につい

ての土地所在図及び

地積測量図 

三十二 表題登記がない

建物についてす

る所有権の処分

の制限の登記 

当該表題登記がない建物

が敷地権のある区分建物

であるときは、次に掲げ

る事項 

イ 登記原因を証す

る情報 

  イ 敷地権の目的となる

土地の所在する市、区、

郡、町、村及び字並びに

当該土地の地番、地目及

び地積 

ロ 当該表題登記が

ない建物についての

建物図面及び各階平

面図 

  ロ 敷地権の種類及び割

合 

ハ 当該表題登記が

ない建物が区分建物

である場合におい

て、当該区分建物が

属する一棟の建物の

敷地について登記さ

れた所有権、地上権

又は賃借権の登記名

義人が当該区分建物

の所有者であり、か

つ、区分所有法第二

十二条第一項ただし

書の規約における別

段の定めがあること

その他の事由により

当該所有権、地上権

又は賃借権が当該区

分建物の敷地権とな

らないときは、当該

事由を証する情報 

  ハ 敷地権の登記原因及

びその日付 

ニ 当該表題登記が

ない建物が敷地権の

ある区分建物である

ときは、次に掲げる

情報 
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   （１） 敷地権の目

的である土地が区分

所有法第五条第一項

の規定により建物の

敷地となった土地で

あるときは、同項の

規約を設定したこと

を証する情報 

   （２） 敷地権が区

分所有法第二十二条

第二項ただし書の規

約で定められている

割合によるものであ

るときは、当該規約

を設定したことを証

する情報 

   （３） 敷地権の目

的である土地が他の

登記所の管轄区域内

にあるときは、当該

土地の登記事項証明

書 

用益権に関す

る登記 

   

三十三 地上権の設定の

登記 

法第七十八条各号に掲げ

る登記事項 

イ 借地借家法（平

成三年法律第九十

号）第二十二条前段

の定めがある地上権

の設定にあっては、

同条後段の書面及び

その他の登記原因を

証する情報（登記原

因を証する情報とし

て執行力のある確定

判決の判決書の正本

が提供されたときを

除く。） 
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   ロ 借地借家法第二

十三条第一項又は第

二項に規定する借地

権に当たる地上権の

設定にあっては、同

条第三項の公正証書

の謄本（登記原因を

証する情報として執

行力のある確定判決

の判決書の正本が提

供されたときを除

く。） 

   ハ イ及びロに規定

する地上権の設定以

外の場合にあって

は、登記原因を証す

る情報 

三十四 永小作権の設定

の登記 

法第七十九条各号に掲げ

る登記事項 

登記原因を証する情

報 

三十五 承役地について

する地役権の設

定の登記 

法第八十条第一項各号に

掲げる登記事項（同項第

一号に掲げる登記事項に

あっては、当該要役地の

所在する市、区、郡、

町、村及び字並びに当該

要役地の地番、地目及び

地積） 

イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 地役権設定の範

囲が承役地の一部で

あるときは、地役権

図面 

   ハ 要役地が他の登

記所の管轄区域内に

あるときは、当該要

役地の登記事項証明

書 

三十六 地役権の変更の

登記又は更正の

登記 

変更後又は更正後の法第

八十条第一項各号に掲げ

る登記事項（同項第一号

に掲げる登記事項にあっ

ては、当該要役地の所在

する市、区、郡、町、村

及び字並びに当該要役地

の地番、地目及び地積） 

イ 登記原因を証す

る情報 
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   ロ 地役権設定の範

囲の変更の登記又は

更正の登記の申請を

する場合において、

変更後又は更正後の

地役権設定の範囲が

承役地の一部である

ときは、地役権図面 

   ハ 要役地が他の登

記所の管轄区域内に

あるときは、当該要

役地の登記事項証明

書 

   ニ 付記登記によっ

てする地役権の変更

の登記又は更正の登

記を申請する場合に

おいて、登記上の利

害関係を有する第三

者（地役権の変更の

登記又は更正の登記

につき利害関係を有

する抵当証券の所持

人又は裏書人を含

む。）があるとき

は、当該第三者の承

諾を証する当該第三

者が作成した情報又

は当該第三者に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 

   ホ ニの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 

三十七 地役権の登記の

抹消 

 イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 要役地が他の登

記所の管轄区域内に

あるときは、当該要

役地の登記事項証明

書 
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   ハ 登記上の利害関

係を有する第三者

（当該登記の抹消に

つき利害関係を有す

る抵当証券の所持人

又は裏書人を含

む。）があるとき

は、当該第三者の承

諾を証する当該第三

者が作成した情報又

は当該第三者に対抗

することができる裁

判があったことを証

する情報 

   ニ ハの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 

三十八 賃借権の設定の

登記 

法第八十一条各号に掲げ

る登記事項 

イ 借地借家法第二

十二条前段の定めが

ある賃借権の設定に

あっては、同条後段

の書面及びその他の

登記原因を証する情

報（登記原因を証す

る情報として執行力

のある確定判決の判

決書の正本が提供さ

れたときを除く。） 

   ロ 借地借家法第二

十三条第一項又は第

二項に規定する借地

権に当たる賃借権の

設定にあっては、同

条第三項の公正証書

の謄本（登記原因を

証する情報として執

行力のある確定判決

の判決書の正本が提

供されたときを除

く。） 
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   ハ 借地借家法第三

十八条第一項前段の

定めがある賃借権の

設定にあっては、同

項前段の書面（登記

原因を証する情報と

して執行力のある確

定判決の判決書の正

本が提供されたとき

を除く。） 

   ニ 借地借家法第三

十九条第一項の規定

による定めのある賃

借権の設定にあって

は、同条第二項の書

面及びその他の登記

原因を証する情報

（登記原因を証する

情報として執行力の

ある確定判決の判決

書の正本が提供され

たときを除く。） 

   ホ 高齢者の居住の

安定確保に関する法

律（平成十三年法律

第二十六号）第五十

六条の定めがある賃

借権の設定にあって

は、同条の書面（登

記原因を証する情報

として執行力のある

確定判決の判決書の

正本が提供されたと

きを除く。） 

   ヘ イからホまでに

規定する賃借権の設

定以外の場合にあっ

ては、登記原因を証

する情報 

三十九 賃借物の転貸の

登記 

法第八十一条各号に掲げ

る登記事項 

イ 登記原因を証す

る情報 
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   ロ 賃貸人が賃借物

の転貸を承諾したこ

とを証する当該賃貸

人が作成した情報又

は借地借家法第十九

条第一項前段に規定

する承諾に代わる許

可があったことを証

する情報（賃借物の

転貸を許す旨の定め

の登記があるときを

除く。） 

四十 賃借権の移転の

登記 

 イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 賃貸人が賃借権

の譲渡を承諾したこ

とを証する当該賃貸

人が作成した情報又

は借地借家法第十九

条第一項前段若しく

は第二十条第一項前

段に規定する承諾に

代わる許可があった

ことを証する情報

（賃借権の譲渡を許

す旨の定めの登記が

あるときを除く。） 

四十一 採石権の設定の

登記 

法第八十二条各号に掲げ

る登記事項 

登記原因を証する情

報 

担保権等に関する登記 

四十二 先取特権の保存

の登記（四十三

の項及び四十四

の項の登記を除

く。） 

 登記原因を証する情

報 
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  ロ 一又は二以上の不動

産に関する権利を目的と

する先取特権の保存の登

記をした後、同一の債権

の担保として他の一又は

二以上の不動産に関する

権利を目的とする先取特

権の保存の登記を申請す

るときは、前の登記に係

る次に掲げる事項（申請

を受ける登記所に当該前

の登記に係る共同担保目

録がある場合には、法務

省令で定める事項） 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

四十三 建物を新築する

場合における不

動産工事の先取

特権の保存の登

記 

イ 法第八十三条第一項

各号（第三号を除く。）

に掲げる登記事項（同項

第一号の債権額は工事費

用の予算額とする。） 

イ 登記原因を証す

る情報 

  ロ 新築する建物の所在

することとなる市、区、

郡、町、村、字及び土地

の地番（区分建物となる

建物にあっては、当該建

物が属する一棟の建物の

所在することとなる市、

区、郡、町、村、字及び

土地の地番） 

ロ 新築する建物の

設計書（図面を含

む。）の内容を証す

る情報 

  ハ 新築する建物の種

類、構造及び床面積 
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  ニ 新築する建物に附属

建物があるときは、その

所在することとなる市、

区、郡、町、村、字及び

土地の地番（区分建物と

なる附属建物にあって

は、当該附属建物が属す

る一棟の建物の所在する

こととなる市、区、郡、

町、村、字及び土地の地

番）並びに種類、構造及

び床面積 

 

  ホ 新築する建物又は附

属建物が区分建物である

ときは、当該建物又は附

属建物が属する一棟の建

物の構造及び床面積 

 

  ヘ ハからホまでの建物

の種類、構造及び床面積

は設計書による旨 

 

四十四 所有権の登記が

ある建物の附属

建物を新築する

場合における不

動産工事の先取

特権の保存の登

記 

イ 法第八十三条第一項

各号（第三号を除く。）

に掲げる登記事項（同項

第一号の債権額は工事費

用の予算額とする。） 

イ 登記原因を証す

る情報 

  ロ 新築する附属建物の

所在することとなる市、

区、郡、町、村、字及び

土地の地番（区分建物と

なる附属建物にあって

は、当該附属建物が属す

る一棟の建物の所在する

こととなる市、区、郡、

町、村、字及び土地の地

番） 

ロ 新築する附属建

物の設計書（図面を

含む。）の内容を証

する情報 

  ハ 新築する附属建物の

種類、構造及び床面積 

 

  ニ 新築する附属建物が

区分建物であるときは、

当該附属建物が属する一

棟の建物の構造及び床面

積 

 

  ホ ハ及びニの建物の種

類、構造及び床面積は設

計書による旨 

 



45 

四十五 債権の一部につ

いて譲渡又は代

位弁済がされた

場合における先

取特権の移転の

登記 

当該譲渡又は代位弁済の

目的である債権の額 

登記原因を証する情

報 

四十六 質権（根質権を

除く。以下この

項において同

じ。）の設定又

は転質の登記 

イ 法第八十三条第一項

各号に掲げる登記事項

（同項第四号に掲げる登

記事項であって、他の登

記所の管轄区域内にある

不動産に関するものがあ

るときは、当該不動産に

ついての第三条第七号及

び第八号に掲げる事項を

含む。） 

登記原因を証する情

報 

  ロ 法第九十五条第一項

各号に掲げる登記事項 

 

  ハ 一又は二以上の不動

産に関する権利を目的と

する質権の設定又は転質

の登記をした後、同一の

債権の担保として他の一

又は二以上の不動産に関

する権利を目的とする質

権の設定又は転質の登記

を申請するときは、前の

登記に係る次に掲げる事

項（申請を受ける登記所

に当該前の登記に係る共

同担保目録がある場合に

は、法務省令で定める事

項） 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

四十七 根質権の設定の

登記 

イ 法第八十三条第一項

各号（第一号を除く。）

に掲げる登記事項 

イ 登記原因を証す

る情報 
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  ロ 法第九十五条第一項

各号に掲げる登記事項 

ロ 一の不動産に関

する権利を目的とす

る根質権の設定の登

記又は二以上の不動

産に関する権利を目

的とする根質権の設

定の登記（民法第三

百六十一条において

準用する同法第三百

九十八条の十六の登

記をしたものに限

る。）をした後、同

一の債権の担保とし

て他の一又は二以上

の不動産に関する権

利を目的とする根質

権の設定の登記及び

同条の登記を申請す

る場合において、前

の登記に他の登記所

の管轄区域内にある

不動産に関するもの

があるときは、当該

前の登記に関する登

記事項証明書 

  ハ 法第九十五条第二項

において準用する法第八

十八条第二項各号に掲げ

る登記事項 

 

  ニ 民法第三百六十一条

において準用する同法第

三百九十八条の十六の登

記にあっては、同条の登

記である旨 
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  ホ 一の不動産に関する

権利を目的とする根質権

の設定の登記又は二以上

の不動産に関する権利を

目的とする根質権の設定

の登記（民法第三百六十

一条において準用する同

法第三百九十八条の十六

の登記をしたものに限

る。）をした後、同一の

債権の担保として他の一

又は二以上の不動産に関

する権利を目的とする根

質権の設定の登記及び同

条の登記を申請するとき

は、前の登記に係る次に

掲げる事項 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  （４） 申請を受ける登

記所に共同担保目録があ

るときは、法務省令で定

める事項 

 

四十八 債権の一部につ

いて譲渡又は代

位弁済がされた

場合における質

権又は転質の移

転の登記 

当該譲渡又は代位弁済の

目的である債権の額 

登記原因を証する情

報 
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四十九 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百七十六条第一

項の規定により

質権を他の債権

のための担保と

し、又は質権を

譲渡し、若しく

は放棄する場合

の登記 

イ 法第八十三条第一項

各号（根質権の処分の登

記にあっては、同項第一

号を除く。）に掲げる登

記事項（同項第四号に掲

げる登記事項であって、

他の登記所の管轄区域内

にある不動産に関するも

のがあるときは、当該不

動産についての第三条第

七号及び第八号に掲げる

事項を含む。） 

イ 登記原因を証す

る情報 

  ロ 法第九十五条第一項

各号に掲げる登記事項 

ロ 一の不動産に関

する権利を目的とす

る根質権の設定の登

記又は二以上の不動

産に関する権利を目

的とする根質権の設

定の登記（民法第三

百六十一条において

準用する同法第三百

九十八条の十六の登

記をしたものに限

る。）をした後、同

一の債権の担保とし

て他の一又は二以上

の不動産に関する権

利を目的とする根質

権の処分の登記及び

同条の登記を申請す

る場合において、前

の登記に他の登記所

の管轄区域内にある

不動産に関するもの

があるときは、当該

前の登記に関する登

記事項証明書 
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  ハ 一又は二以上の不動

産に関する権利を目的と

する質権（根質権を除

く。）の設定の登記をし

た後、同一の債権の担保

として他の一又は二以上

の不動産に関する権利を

目的とする質権（根質権

を除く。）の処分の登記

を申請するときは、前の

登記に係る次に掲げる事

項（申請を受ける登記所

に当該前の登記に係る共

同担保目録がある場合に

は、法務省令で定める事

項） 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  ニ 根質権の処分の登記

にあっては、法第九十五

条第二項において準用す

る法第八十八条第二項各

号に掲げる登記事項 

 

  ホ 民法第三百六十一条

において準用する同法第

三百九十八条の十六の登

記にあっては、同条の登

記である旨 
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  ヘ 一の不動産に関する

権利を目的とする根質権

の設定の登記又は二以上

の不動産に関する権利を

目的とする根質権の設定

の登記（民法第三百六十

一条において準用する同

法第三百九十八条の十六

の登記をしたものに限

る。）をした後、同一の

債権の担保として他の一

又は二以上の不動産に関

する権利を目的とする根

質権の処分の登記及び同

条の登記を申請するとき

は、前の登記に係る次に

掲げる事項 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  （４） 申請を受ける登

記所に共同担保目録があ

るときは、法務省令で定

める事項 

 

五十 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百九十三条の規

定による代位の

登記 

イ 先順位の質権者が弁

済を受けた不動産に関す

る権利、当該不動産の代

価及び当該弁済を受けた

額 

登記原因を証する情

報 
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  ロ 法第八十三条第一項

各号（根質権の登記にあ

っては、同項第一号を除

く。）に掲げる登記事項

（同項第四号に掲げる登

記事項であって、他の登

記所の管轄区域内にある

不動産に関するものがあ

るときは、当該不動産に

ついての第三条第七号及

び第八号に掲げる事項を

含む。） 

 

  ハ 法第九十五条第一項

各号に掲げる登記事項 

 

  ニ 根質権の登記にあっ

ては、法第九十五条第二

項において準用する法第

八十八条第二項各号に掲

げる登記事項 

 

五十一 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百九十八条の十

二第二項の規定

により根質権を

分割して譲り渡

す場合の登記 

イ 根質権の設定の登記

に係る申請の受付の年月

日及び受付番号並びに登

記原因及びその日付 

登記原因を証する情

報 

  ロ 分割前の根質権の債

務者の氏名又は名称及び

住所並びに担保すべき債

権の範囲 

 

  ハ 分割後の各根質権の

極度額 

 

  ニ 分割前の根質権につ

いて民法第三百六十一条

において準用する同法第

三百七十条ただし書の別

段の定め又は担保すべき

元本の確定すべき期日の

定めが登記されていると

きは、その定め 

 

  ホ 分割前の根質権に関

する共同担保目録がある

ときは、法務省令で定め

る事項 
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五十二 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百九十八条の十

九第二項の規定

により根質権の

担保すべき元本

が確定した場合

の登記（法第九

十五条第二項に

おいて準用する

法第九十三条の

規定により登記

名義人が単独で

申請するものに

限る。） 

 民法第三百六十一条

において準用する同

法第三百九十八条の

十九第二項の規定に

よる請求をしたこと

を証する情報 

五十三 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百九十八条の二

十第一項第三号

の規定により根

質権の担保すべ

き元本が確定し

た場合の登記

（法第九十五条

第二項において

準用する法第九

十三条の規定に

より登記名義人

が単独で申請す

るものに限

る。） 

 民事執行法（昭和五

十四年法律第四号）

第四十九条第二項

（同法第百八十八条

において準用する場

合を含む。）の規定

による催告又は国税

徴収法（昭和三十四

年法律第百四十七

号）第五十五条（同

条の例による場合を

含む。）の規定によ

る通知を受けたこと

を証する情報 



53 

五十四 民法第三百六十

一条において準

用する同法第三

百九十八条の二

十第一項第四号

の規定により根

質権の担保すべ

き元本が確定し

た場合の登記

（法第九十五条

第二項において

準用する法第九

十三条の規定に

より登記名義人

が単独で申請す

るものに限

る。） 

 債務者又は根質権設

定者について破産手

続開始の決定があっ

たことを証する情報 

五十五 抵当権（根抵当

権を除く。以下

この項において

同じ。）の設定

の登記 

イ 法第八十三条第一項

各号に掲げる登記事項

（同項第四号に掲げる登

記事項であって、他の登

記所の管轄区域内にある

不動産に関するものがあ

るときは、当該不動産に

ついての第三条第七号及

び第八号に掲げる事項を

含む。） 

登記原因を証する情

報 

  ロ 法第八十八条第一項

各号に掲げる登記事項 

 

  ハ 一又は二以上の不動

産に関する権利を目的と

する抵当権の設定の登記

をした後、同一の債権の

担保として他の一又は二

以上の不動産に関する権

利を目的とする抵当権の

設定の登記を申請すると

きは、前の登記に係る次

に掲げる事項（申請を受

ける登記所に当該前の登

記に係る共同担保目録が

ある場合には、法務省令

で定める事項） 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 
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  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

五十六 根抵当権の設定

の登記 

イ 法第八十三条第一項

各号（第一号を除く。）

に掲げる登記事項 

イ 登記原因を証す

る情報 

  ロ 法第八十八条第二項

各号に掲げる登記事項 

ロ 一の不動産に関

する権利を目的とす

る根抵当権の設定の

登記又は二以上の不

動産に関する権利を

目的とする根抵当権

の設定の登記（民法

第三百九十八条の十

六の登記をしたもの

に限る。）をした

後、同一の債権の担

保として他の一又は

二以上の不動産に関

する権利を目的とす

る根抵当権の設定の

登記及び同条の登記

を申請する場合にお

いて、前の登記に他

の登記所の管轄区域

内にある不動産に関

するものがあるとき

は、当該前の登記に

関する登記事項証明

書 

  ハ 民法第三百九十八条

の十六の登記にあって

は、同条の登記である旨 
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  ニ 一の不動産に関する

権利を目的とする根抵当

権の設定の登記又は二以

上の不動産に関する権利

を目的とする根抵当権の

設定の登記（民法第三百

九十八条の十六の登記を

したものに限る。）をし

た後、同一の債権の担保

として他の一又は二以上

の不動産に関する権利を

目的とする根抵当権の設

定の登記及び同条の登記

を申請するときは、前の

登記に係る次に掲げる事

項 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  （４） 申請を受ける登

記所に共同担保目録があ

るときは、法務省令で定

める事項 

 

五十七 債権の一部につ

いて譲渡又は代

位弁済がされた

場合における抵

当権の移転の登

記 

当該譲渡又は代位弁済の

目的である債権の額 

登記原因を証する情

報 
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五十八 民法第三百七十

六条第一項の規

定により抵当権

を他の債権のた

めの担保とし、

又は抵当権を譲

渡し、若しくは

放棄する場合の

登記 

イ 法第八十三条第一項

各号（根抵当権の処分の

登記にあっては、同項第

一号を除く。）に掲げる

登記事項（同項第四号に

掲げる登記事項であっ

て、他の登記所の管轄区

域内にある不動産に関す

るものがあるときは、当

該不動産についての第三

条第七号及び第八号に掲

げる事項を含む。） 

イ 登記原因を証す

る情報 

  ロ 抵当権（根抵当権を

除く。ハにおいて同

じ。）の処分の登記にあ

っては、法第八十八条第

一項各号に掲げる登記事

項 

ロ 一の不動産に関

する権利を目的とす

る根抵当権の設定の

登記又は二以上の不

動産に関する権利を

目的とする根抵当権

の設定の登記（民法

第三百九十八条の十

六の登記をしたもの

に限る。）をした

後、同一の債権の担

保として他の一又は

二以上の不動産に関

する権利を目的とす

る根抵当権の処分の

登記及び同条の登記

を申請する場合にお

いて、前の登記に他

の登記所の管轄区域

内にある不動産に関

するものがあるとき

は、当該前の登記に

関する登記事項証明

書 
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  ハ 一又は二以上の不動

産に関する権利を目的と

する抵当権の設定の登記

をした後、同一の債権の

担保として他の一又は二

以上の不動産に関する権

利を目的とする抵当権の

処分の登記を申請すると

きは、前の登記に係る次

に掲げる事項（申請を受

ける登記所に当該前の登

記に係る共同担保目録が

ある場合には、法務省令

で定める事項） 

 

  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  ニ 根抵当権の処分の登

記にあっては、法第八十

八条第二項各号に掲げる

登記事項 

 

  ホ 民法第三百九十八条

の十六の登記にあって

は、同条の登記である旨 

 

  ヘ 一の不動産に関する

権利を目的とする根抵当

権の設定の登記又は二以

上の不動産に関する権利

を目的とする根抵当権の

設定の登記（民法第三百

九十八条の十六の登記を

したものに限る。）をし

た後、同一の債権の担保

として他の一又は二以上

の不動産に関する権利を

目的とする根抵当権の処

分の登記及び同条の登記

を申請するときは、前の

登記に係る次に掲げる事

項 
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  （１） 土地にあって

は、当該土地の所在する

市、区、郡、町、村及び

字並びに当該土地の地番 

 

  （２） 建物にあって

は、当該建物の所在する

市、区、郡、町、村、字

及び土地の地番並びに当

該建物の家屋番号 

 

  （３） 順位事項  

  （４） 申請を受ける登

記所に共同担保目録があ

るときは、法務省令で定

める事項 

 

五十九 民法第三百九十

三条の規定によ

る代位の登記 

イ 先順位の抵当権者が

弁済を受けた不動産に関

する権利、当該不動産の

代価及び当該弁済を受け

た額 

登記原因を証する情

報 

  ロ 法第八十三条第一項

各号（根抵当権の登記に

あっては、同項第一号を

除く。）に掲げる登記事

項（同項第四号に掲げる

登記事項であって、他の

登記所の管轄区域内にあ

る不動産に関するものが

あるときは、当該不動産

についての第三条第七号

及び第八号に掲げる事項

を含む。） 

 

  ハ 抵当権（根抵当権を

除く。）の登記にあって

は、法第八十八条第一項

各号に掲げる登記事項 

 

  ニ 根抵当権の登記にあ

っては、法第八十八条第

二項各号に掲げる登記事

項 

 

六十 民法第三百九十

八条の十二第二

項の規定により

根抵当権を分割

して譲り渡す場

合の登記 

イ 根抵当権の設定の登

記に係る申請の受付の年

月日及び受付番号並びに

登記原因及びその日付 

登記原因を証する情

報 
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  ロ 分割前の根抵当権の

債務者の氏名又は名称及

び住所並びに担保すべき

債権の範囲 

 

  ハ 分割後の各根抵当権

の極度額 

 

  ニ 分割前の根抵当権に

ついて民法第三百七十条

ただし書の別段の定め又

は担保すべき元本の確定

すべき期日の定めが登記

されているときは、その

定め 

 

  ホ 分割前の根抵当権に

関する共同担保目録があ

るときは、法務省令で定

める事項 

 

六十一 民法第三百九十

八条の十九第二

項の規定により

根抵当権の担保

すべき元本が確

定した場合の登

記（法第九十三

条の規定により

登記名義人が単

独で申請するも

のに限る。） 

 民法第三百九十八条

の十九第二項の規定

による請求をしたこ

とを証する情報 

六十二 民法第三百九十

八条の二十第一

項第三号の規定

により根抵当権

の担保すべき元

本が確定した場

合の登記（法第

九十三条の規定

により登記名義

人が単独で申請

するものに限

る。） 

 民事執行法第四十九

条第二項（同法第百

八十八条において準

用する場合を含

む。）の規定による

催告又は国税徴収法

第五十五条（同条の

例による場合を含

む。）の規定による

通知を受けたことを

証する情報 
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六十三 民法第三百九十

八条の二十第一

項第四号の規定

により根抵当権

の担保すべき元

本が確定した場

合の登記（法第

九十三条の規定

により登記名義

人が単独で申請

するものに限

る。） 

 債務者又は根抵当権

設定者について破産

手続開始の決定があ

ったことを証する情

報 

六十四 買戻しの特約の

登記 

買主が支払った代金及び

契約の費用並びに買戻し

の期間の定めがあるとき

はその定め 

登記原因を証する情

報 

信託に関する

登記 

   

六十五 信託の登記  イ 信託法第三条第

三号に掲げる方法に

よってされた信託に

あっては、同法第四

条第三項第一号に規

定する公正証書等

（公正証書について

は、その謄本）又は

同項第二号の書面若

しくは電磁的記録及

び同号の通知をした

ことを証する情報 

   ロ イに規定する信

託以外の信託にあっ

ては、登記原因を証

する情報 

   ハ 信託目録に記録

すべき情報 
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六十六 信託財産に属す

る不動産につい

てする受託者の

変更による権利

の移転の登記

（法第百条第一

項の規定により

新たに選任され

た受託者が単独

で申請するもの

に限る。） 

 法第百条第一項に規

定する事由により受

託者の任務が終了し

たことを証する市町

村長、登記官その他

の公務員が職務上作

成した情報及び新た

に受託者が選任され

たことを証する情報 

六十六の二 信託財産に属す

る不動産につい

てする権利の変

更の登記（次項

及び六十七の項

の登記を除

く。） 

 イ 法第九十七条第

一項第二号の定めの

ある信託の信託財産

に属する不動産につ

いて権利の変更の登

記を申請する場合に

おいて、申請人が受

益者であるときは、

同号の定めに係る条

件又は方法により指

定され、又は定めら

れた受益者であるこ

とを証する情報 

   ロ 信託法第百八十

五条第三項に規定す

る受益証券発行信託

の信託財産に属する

動産について権利の

変更の登記を申請す

る場合において、申

請人が受益者である

ときは、次に掲げる

情報 

   （１） 当該受益者

が受益証券が発行さ

れている受益権の受

益者であるときは、

当該受益権に係る受

益証券 
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   （２） 当該受益者

が社債、株式等の振

替に関する法律（平

成十三年法律第七十

五号）第百二十七条

の二第一項に規定す

る振替受益権の受益

者であるときは、当

該受益者が同法第百

二十七条の二十七第

三項の規定により交

付を受けた書面又は

同法第二百七十七条

の規定により交付を

受けた書面若しくは

提供を受けた情報 

   （３） 当該受益者

が信託法第百八十五

条第二項の定めのあ

る受益権の受益者で

あるときは、同法第

百八十七条第一項の

書面又は電磁的記録 

   ハ 信託の併合又は

分割による権利の変

更の登記を申請する

ときは、次に掲げる

情報 

   （１） 信託の併合

又は分割をしても従

前の信託又は信託法

第百五十五条第一項

第六号に規定する分

割信託若しくは同号

に規定する承継信託

の同法第二条第九項

に規定する信託財産

責任負担債務に係る

債権を有する債権者

を害するおそれのな

いことが明らかであ

るときは、これを証

する情報 
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   （２） （１）に規

定する場合以外の場

合においては、受託

者において信託法第

百五十二条第二項、

第百五十六条第二項

又は第百六十条第二

項の規定による公告

及び催告（同法第百

五十二条第三項、第

百五十六条第三項又

は第百六十条第三項

の規定により公告を

官報のほか時事に関

する事項を掲載する

日刊新聞紙又は同法

第百五十二条第三項

第二号に規定する電

子公告によってした

法人である受託者に

あっては、これらの

方法による公告）を

したこと並びに異議

を述べた債権者があ

るときは、当該債権

者に対し弁済し若し

くは相当の担保を提

供し若しくは当該債

権者に弁済を受けさ

せることを目的とし

て相当の財産を信託

したこと又は当該信

託の併合若しくは分

割をしても当該債権

者を害するおそれが

ないことを証する情

報 

六十六の三 信託法第三条第

三号に掲げる方

法によってされ

た信託による権

利の変更の登記 

 信託法第四条第三項

第一号に規定する公

正証書等（公正証書

については、その謄

本）又は同項第二号

の書面若しくは電磁

的記録及び同号の通

知をしたことを証す

る情報 
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六十七 信託財産に属す

る不動産につい

てする一部の受

託者の任務の終

了による権利の

変更の登記（法

第百条第二項の

規定により他の

受託者が単独で

申請するものに

限る。） 

 法第百条第一項に規

定する事由により一

部の受託者の任務が

終了したことを証す

る市町村長、登記官

その他の公務員が職

務上作成した情報 

仮登記 

六十八 仮登記の登記義

務者の承諾があ

る場合における

法第百七条第一

項の規定による

仮登記 

 イ 登記原因を証す

る情報 

ロ 仮登記の登記義

務者の承諾を証する

当該登記義務者が作

成した情報 

六十九 所有権に関する

仮登記に基づく

本登記 

 イ 登記上の利害関

係を有する第三者

（本登記につき利害

関係を有する抵当証

券の所持人又は裏書

人を含む。）がある

ときは、当該第三者

の承諾を証する当該

第三者が作成した情

報（仮登記担保契約

に関する法律（昭和

五十三年法律第七十

八号）第十八条本文

の規定により当該承

諾に代えることがで

きる同条本文に規定

する差押えをしたこ

と及び清算金を供託

したことを証する情

報を含む。）又は当

該第三者に対抗する

ことができる裁判が

あったことを証する

情報 

   ロ イの第三者が抵

当証券の所持人又は

裏書人であるとき

は、当該抵当証券 
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七十 仮登記の抹消

（法第百十条後

段の規定により

仮登記の登記上

の利害関係人が

単独で申請する

ものに限る。） 

 イ 登記原因を証す

る情報 

   ロ 仮登記の登記名

義人の承諾を証する

当該登記名義人が作

成した情報又は当該

登記名義人に対抗す

ることができる裁判

があったことを証す

る情報 

   ハ 登記上の利害関

係を有する第三者が

あるときは、当該第

三者の承諾を証する

当該第三者が作成し

た情報又は当該第三

者に対抗することが

できる裁判があった

ことを証する情報 

仮処分に関す

る登記 

   

七十一 民事保全法第五

十三条第一項の

規定による処分

禁止の登記（保

全仮登記ととも

にしたものを除

く。）に後れる

登記の抹消（法

第百十一条第一

項（同条第二項

において準用す

る場合を含

む。）の規定に

より仮処分の債

権者が単独で申

請するものに限

る。） 

 民事保全法第五十九

条第一項に規定する

通知をしたことを証

する情報 
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七十二 保全仮登記とと

もにした処分禁

止の登記に後れ

る登記の抹消

（法第百十三条

の規定により仮

処分の債権者が

単独で申請する

ものに限る。） 

 民事保全法第五十九

条第一項に規定する

通知をしたことを証

する情報 

官庁又は公署

が関与する登

記等 

   

七十三 国又は地方公共

団体が登記権利

者となる権利に

関する登記（法

第百十六条第一

項の規定により

官庁又は公署が

嘱託するものに

限る。） 

 イ 登記原因を証す

る情報 

ロ 登記義務者の承

諾を証する当該登記

義務者が作成した情

報 

七十四 不動産の収用に

よる所有権の移

転の登記 

土地の収用による所有権

の移転の登記を申請する

ときは、法第百十八条第

四項前段の規定により指

定しなければならない当

該収用により消滅した権

利又は失効した差押え、

仮差押え若しくは仮処分

に関する登記の目的、申

請の受付の年月日及び受

付番号、登記原因及びそ

の日付並びに順位事項 

イ 収用の裁決が効

力を失っていないこ

とを証する情報及び

その他の登記原因を

証する情報 

ロ 土地の収用によ

る所有権の移転の登

記を申請するとき

は、この項の申請情

報欄に規定する権利

が消滅し、又は同欄

に規定する差押え、

仮差押え若しくは仮

処分が失効したこと

を証する情報 

七十五 不動産に関する

所有権以外の権

利の収用による

権利の消滅の登

記 

 収用の裁決が効力を

失っていないことを

証する情報及びその

他の登記原因を証す

る情報 

 


